


予備自衛官等雇用企業様への支援制度



即応予備自衛官が訓練および災害招集にいつでも出頭できる環境を整えていただ
くために、雇用企業に給付金が支払われる制度です。



事業所が予備自衛官等の雇用を通じ、社会貢献を果たしていることを防衛省とし
て認定・称場することで制度に対する社会的な関心・理解を深め、同制度の円滑な
運営に資することを目的とした制度です。



予備自衛官または即応予備自衛官である者の雇用主の理解と協力を得ることを目
的とし、防衛省・自衛隊から雇用主に対し、その被用者である予備自衛官等に係る
招集訓練に予定期間その他の情報を提供する制度です。



一般公募予備自衛官が、即応予備自衛官に任用されるためには、即応予備自衛官
として必要な知識・技能を修得するための所要の訓練が必要であり、通常の予備自
衛官に比べ、平素の勤務先を離れる日数が増えることから、雇用企業の理解及び協
力に資する給付金制度です。



予備自衛官または即応予備自衛官が、防衛出動・国民保護派遣、災害派遣等に招
集されたことで、平素の勤務先を離れざるを得なくなった場合、その職務に対する
理解と協力の確保に資するための給付金を支給する制度です。

防衛出動、国民保護等派遣、災害派遣のため招集に応じ平素の勤務先を離れた場合

予備自衛官又は即応予備自衛官である
従業員が１０日間招集された場合
（就業規則における休日は除く）

給付対象となるケース①

給付額

予備自衛官等である従業員が平素の勤務先での事業に従事できなかった日数
日 額

３４，０００円
※就業規則における休日は除く。



給付額

予備自衛官等である従業員が平素の勤務先での事業に従事できなかった日数
日 額

３４，０００円
※就業規則における休日は除く。

支給対象者について

予備自衛官又は即応予備自衛官を雇用する法人その他団体及び個人事業主(国、地方公共団体及び公共団体は除く。)

※予備自衛官又は即応予備自衛官が個人事業主の場合は、支給対象となりません。

給付対象となるケース②

招集中における公務上の負傷又は疾病により平素の勤務先を離れた場合

招集中において公務上の負傷又は疾病に
より１４日間（※）の入院等による治療
を要するため、平素の勤務先を離れた場合
(※)上限を９０日とする。
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